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厚生労働行政推進調査事業費（厚生労働科学特別研究事業） 

総括報告書 

 

相談支援専門員に対する実地教育の実施方法及び実地教育に 

従事する指導者養成カリキュラム開発についての調査研究 

 

研究代表者：相馬 大祐 福井県立大学 准教授 

 

要旨 

本研究では相談支援専門員に対する実地教育に従事する者のコンピテンシーを明らか

にすること、明らかにしたコンピテンシーを伝達するためのカリキュラム及び教材等の

開発を目的とする。 

本研究は主に３つの研究から構成される。まず、１つ目は相談支援専門員に対する実

地教育に従事する者のコンピテンシーを明らかにすることを目的としたインタビュー調

査である。次いで、先のインタビュー調査により明らかにしたコンピテンシーの検証研

究、最後に本研究で明らかになった実地教育に従事する者のコンピテンシーを伝達する

ためのカリキュラム及び教材等の開発である。 

 本研究の結果から、相談支援専門員に対する実地教育に従事する者のコンピテンシー

が明確化された。また明確化されたコンピテンシーを伝達するカリキュラム及び教材を

開発した。 

分担研究者 

鈴木 敏彦 和泉短期大学 教授 

 

研究協力者（検討委員） 

小澤 温  筑波大学 教授 

熊谷晋一郎 東京大学 准教授 

野崎 陽弘  鶴ヶ島市社会福祉協議会 

村上美恵子 相談支援センター若狭ねっと 

管理者 

吉田 展章  ふじさわ基幹相談支援センター

えぽめいく 所長 

吉澤久美子 埼葛北地区基幹相談支援センタ     

      ートロンコ センター長 

 

研究協力者（オブザーバー） 

橋詰 正  上小圏域障害者総合支援センタ

ー 所長 

弓取 寛  坂井地区障がい者基幹相談支援 

センター 

 

A.研究の背景と目的 

地域で生活する障害児者に対する支援を構

築するにあたり、相談支援専門員の存在は重

要と言える。また、相談支援専門員がそれぞ

れの力を発揮するため、研修と実地教育の有

機的な連動による人材育成の体制構築は喫緊

の課題である。2019 年度にはモニタリング

検証の方法に焦点を当てた研究がなされるな

ど、実地教育の方法論についてはある程度の

蓄積がある（日本障害者リハビリテーション

協会 2020）。 

そこで、本研究ではこれらの研究成果を踏

まえ、実地教育に従事する相談支援専門員の

コンピテンシーに焦点を当て、このコンピテ

ンシーを明らかにすること、明らかにしたコ

ンピテンシーを伝達するためのカリキュラム

及び教材等の開発を目的とする。 

なお、実地教育の定義については、令和元
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年度主任相談支援専門員養成研修「人材育成

の意義と必要性」の中で「実践知を養い熟達

化するための実務・実践場面での取り組みに

ついて、本研修では実地教育（OJT）と定義

する」とされており、本研究でもこの定義を

採用した（藤川 2019）。また、コンピテンシ

ーは「ある職務または状況に対し、基準に照

らして効果的、あるいは卓越した業績を生む

原因として関わっている個人の根源的特性」

と言われており、本研究では相談支援専門員

に対する実地教育に従事する者の特性と考え

た（Spencer& Spencer1993；９）。 

 

B.方法 

 本研究は主に３つの研究から構成される。

まず、１つ目は相談支援専門員に対する実地

教育に従事する者のコンピテンシーを明らか

にすることを目的としたインタビュー調査で

ある。次いで、インタビュー調査により明ら

かにしたコンピテンシーの検証研究、最後に

本研究で明らかになった実地教育に従事する

者のコンピテンシーを伝達するためのカリキ

ュラム及び教材等の開発である。それぞれの

方法について、具体的に記載する。 

 

1. 相談支援専門員に対する実地教育に関す

るコンピテンシーの研究 

 実地教育に従事する８人の主任相談支援専

門員等を対象にインタビュー調査を実施し

た。インタビュー調査の結果を質的内容分析

を参考に分析し、コンピテンシーを明らかに

した。この内容について、検討委員会及び実

地教育を行っている主任相談支援専門員等に

よるエキスパートレビューを行った。 

 

2. 相談支援専門員に対する実地教育に従事

する者のコンピテンシーの検証 

１の研究で明らかにしたコンピテンシーの

検証として、２つの地域を対象にコンピテン

シーに基づいた実地教育を実施し、実地教育

を受けた相談支援専門員等の変化を把握し

た。変化を把握するために、コンピテンシー

に基づく実地教育を実施する前と後に質問紙

調査を実施した（回答者 22 人）。計画当初は

質問紙調査のみを予定していたが、新型コロ

ナウィルスの感染拡大の影響から実地教育の

実施そのものが困難な地域もあり、実地教育

を担う者と実地教育を受けた者の双方を対象

にしたインタビュー調査（対象者８人）も合

わせて実施し、混合研究法を採用した。 

 

3. 相談支援専門員に対する実地教育に従事

する者を養成するカリキュラム及び教材

の開発 

 １と２の研究の結果を踏まえ、カリキュラ

ム及び教材を開発した。また検討委員会を設

置し、１と２の調査研究及びカリキュラム開

発の検討を行った。検討委員会は研究者及び

実地教育に従事する主任相談支援専門員から

構成した。 

 

4. 倫理的配慮 

 本研究は福井県立大学人権擁護・倫理委員

会にて審査を受け、承認を得て実施した（受

付番号 2020006 号及び 2020008 号）。 

 

C.結果 

1. 相談支援専門員に対する実地教育に関す

るコンピテンシーの研究 

 ８人の実地教育に従事する相談支援専門員

へのインタビュー調査の結果、２つのカテゴ

リー「態度・価値観」、「知識・技術」から構成

される実地教育に関するコンピテンシーを明

らかにした。「態度・価値観」のサブカテゴリ

ーは、「他の相談員を尊重した関係性の構築」、

「他の相談員の状況を理解する姿勢を持つ」、

「メンターとしての役割を遂行できる」にて

構成された。また「知識・技術」のサブカテゴ

リーには、「ミクロ・メゾ・マクロの相談支援

の知識と技術」「地域の特性等の知識」、「事業
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所運営の知識」、「人材育成の研修等の企画」、

「スーパービジョンの知識と技術」、「OJTの

知識と技術」、「他の相談員の特性や状況の把

握」により構成された。このサブカテゴリー

毎にインタビュー調査の結果から例示を加え

た実地教育に関するコンピテンシーを本分担

研究では明らかにした。 

 

2. 相談支援専門員に対する実地教育に従事

する者のコンピテンシーの検証 

質問紙調査は、新型コロナウィルスの感染

拡大の影響から、期間内に実地教育を受けた

相談支援専門員は９人のみであり、共通した

実地教育を受けている者はその半数にも満た

ない結果となった。そこで、インタビュー調

査の結果より、コンピテンシーの内容の妥当

性等について精査を図り、一定の妥当性を有

するコンピテンシーの明確化に至った。 

具体的には、コンピテンシーの一部を変更

した。具体的にはカテゴリーは変更せず、「態

度・価値観」では地域の相談支援専門員が対

象であることを明確にした。また「知識・技

術」のカテゴリーにおいては、個別と集団と

いう視点でサブカテゴリーを再整理した（表

３―４）。 

 

3. 相談支援専門員に対する実地教育に従事

する者を養成するカリキュラム及び教材

の開発 

１、２の研究結果をもとに、コンピテンシ

ーを伝達するためのカリキュラム及び教材等

の開発を行った。明確化された相談支援専門

員に対する実地教育に従事する者のコンピテ

ンシーについて、実地教育を行う上で必要な

教育的態度・価値観及び知識・技術と実地教

育に従事する者の実践知とに整理した（図４

－１）。実地教育従事者養成研修（仮）にて

伝達すべき内容は、実地教育を行う上で必要

な教育的態度・価値観及び知識・技術であ

り、これらをコアコンピテンシーと位置付け

た。具体的には「態度・価値観」は「地域の

相談員を尊重する」「地域の相談員の状況を

理解する」「メンターとしての役割を意識す

る」より構成され、「知識・技術」は「スー

パービジョンの知識と技術」「個別での対応

の知識と技術」「集団での対応の知識と技

術」「人材育成の研修の企画」より構成され

る（表４－１）。 

 一方、実地教育に従事する者としての教育

的態度・価値観や知識・技術を獲得する方法

は限られているのが現状である。相談支援専

門員を対象にした専門コース別研修にて実地

教育の１つと考えられる「スーパービジョ

ン・管理・面接技術」を実施している都道府

県は 35％にとどまり（高木 2019）、主任相

談支援専門員養成研修にて学ぶ等、方法は限

られている。そのため、より学習内容を簡素

化し、発展性のあるカリキュラムにする必要

がある。 

そこで、実地教育の方法は多様であるが、

実地教育従事者養成研修（仮）ではスーパー

ビジョンの知識・技術を体得することに焦点

を当てる。スーパービジョンについては主任

相談支援専門員養成研修にて伝達されている

だけでなく、初任者研修、現任研修のカリキ

ュラムの中にもその考え方が含まれているた

め、相談支援専門員の熟達化を支援する方法

として採用しやすいことが理由としてあげら

れる。また相談支援専門員はソーシャルワー

ク活動を行う専門職であるとされ（島村

2020）、ソーシャルワークの人材育成の方法

として、スーパービジョンが位置づいている

ことも理由となる。さらに、スーパービジョ

ンは多様な方法があることで、実地教育に必

要な多様な技術を習得する入口として、展開

性があると考えた。 

 しかし、スーパーバイザーの不在により、

スーパービジョンを受けることのできない実

態が先行研究より指摘されている（岡田

2019；大谷 2019）。この要因として、大谷ら
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は①バイザーになる不安、②バイザーのスキ

ルの不明確さ、③自己評価のあいまいさ、④

バイザーのサポート体制の未整備を指摘して

いる（大谷他 2019）。ここで指摘されている

スーパーバイザーになる不安や技術の不明確

さ等の課題を解消するためには、研修会場で

のスーパービジョンの知識や技術の伝達では

限界があると考え、本研修のコアコンピテン

シーの伝達方法は「人材育成の研修等の企

画」以外は全て、講義、演習、実地という３

つの方法で伝達することとした（表４－

１）。ここで言う実地とは、実際の実践現場

を意味し、実地での研修とは実際の実践現場

で取り組むことを意味する。 

本研修のカリキュラムの基本的構造は「研

修の全体像、実地教育に関する講義」の次

に、「講義と演習①」を位置づけている（表

４－２）。これは「実地での研修」前に実地

教育に関する知識と技術を獲得すること、

「実地での研修」の目的や内容等を明確化す

ることを狙いとしている。次に「講義と演習

②」は「実地での研修」後に位置づけ、「実

地での研修」を省察し、概念化を行う。最後

に「フォローアップ」は本研修後のスーパー

バイザーのサポート体制の構築を目的に、定

期的に受講者で集まる場を設定することとし

た。 

 

D.考察 

 分担報告書にてそれぞれの考察は詳述して

いることから、ここではカリキュラム及び教

材開発に関連した考察をしたい。 

 

1. 研修効果の把握方法の検討 

 研修効果を把握する方法としては、まず受

講中に把握が可能な受講者の満足度や理解度

があげられる。この他に、受講後にしか把握

ができないものとして、受講後の業務内でい

かに研修内容が活用されたかがあげられる。

この業務での活用度については、短期的に把

握するのは困難と言え、長期的に把握するこ

とが必要であると考える。 

 具体的な把握方法としては、１つに自己評

価がある。本研究で明確化された実地教育に

従事する者のコンピテンシーを使用して、受

講者による自己評価を行う。また、本研究で

採用した「謙虚なリーダシップに関する尺

度」や「心理的安全性に関する尺度」を使用

することも考えられる（熊谷 2020）。一方、

この２つの尺度は他者評価より把握するとさ

れているため、研修前後で実地教育を受ける

相談支援専門員複数に協力を依頼することも

考えられる。この他に、先行研究ではスーパ

ービジョンスキルのセルフチェックリストも

開発されており（大谷 2019）、これらを参考

に本研修の評価方法を検討することが求めら

れる。 

 

2. 研修の実施体制の限界 

相談支援専門員の初任者研修、現任研修等

については、都道府県の地域生活支援事業の

相談支援従事者研修事業として位置づけられ

ている。現在は初任者研修等の他に主任相談

支援専門員養成研修、専門コース別研修も含

まれる。 

都道府県にはこの他にも地域生活支援事業

だけでも多様な人材育成の取り組みの実施が

求められている。このような研修の実施体制

には限界があると考えられる。そのため、研

修の実施体制の課題克服のための１つの方法

として、地域に根差した大学や研究者の存在

と貢献が不可欠であり、今後その参加が強く

求められる。 

 

3. 学び合う地域づくり 

本研修は相談支援専門員の熟達化を支える

者の養成が目的であるが、最終的な目標は障

害当事者の生活への寄与であることを忘れて

はならない。そのためには、主任相談支援専

門員が相談支援専門員に一方的に何かを教え



5 

 

るといった方法ではなく、全ての支援者が学

び合うことのできる地域の実現へと展開する

ことが本研修の最終的な目標と言える。 

 

E.結論 

 本研究によって相談支援専門員に対する実

地教育に従事する者のコンピテンシーが明確

化された。また明確化されたコンピテンシー

を伝達するためのカリキュラム及び教材等に

ついて開発を行った。 

 

F.健康危険情報 

特になし 

 

G.研究発表 

特になし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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表３―４ 相談支援専門員に対する実地教育に従事する者のコンピテンシー 

 

 

 

図４―１ 実地教育に従事する者のコアコンピテンシーの枠組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

カテゴリー サブカテゴリー 具体的な行動の例

・地域の相談員に対して、敬意を持った姿勢で接することができる

・地域の相談員に対して、共感する姿勢を持つことができる

・地域の相談員の業務量を理解する姿勢を持つことができる

・地域の相談員の所属する法人や事業所の視点を含めて理解する姿勢を持つことができる

・地域の相談員の経歴を理解する姿勢を持つことができる

・困ったことを相談できる関係性の構築を意識できる

・今、困っていることを理解して話を聞く姿勢を持つことができる

・意思決定支援を実践できる

・フォーマル、インフォーマルな資源を活用できる

・協議会等を活用して、社会資源の開発等ができる

・地域のフォーマル、インフォーマルな資源を活用できる

・地域の相談支援体制における主要な機関について把握している

・地域の人口や資源数等を把握している

・人事管理、経営管理の知識がある

・相談支援事業におけるリスクマネジメントに関する知識がある

・コンサルテーションを行うことができる

・スーパービジョンの知識がある

・スーパーバイザー、スーパーバイジーの経験がある

・地域の相談員の状況や能力に応じたフィードバックを行うことができる

・進捗のモニタリングができる

・地域の相談員の課題や特性をアセスメントできる

・地域の相談員の特性や課題を把握する機会を設けることができる

・ファシリテーションを行うことができる

人材育成の研修の企画 ・人材育成に関する研修等の企画ができる

集団での対応の知識と技術

態度・価値観

地域の相談員を尊重する

地域の相談員の状況を理解する

メンターとしての役割を意識する

知識・技術

ミクロ・メゾ・マクロの相談支援の知識と技術

地域の特性の知識

事業所運営の知識

スーパービジョンの知識と技術

個別での対応の知識と技術

学習

経験

実地教育に従事する者としての実践知 知識

技術

実地教育に従事する者としての
教育的知識、技術

実地教育に従事する者としての
態度・価値観
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表４―１ コアコンピテンシーと伝達方法 

大分類 コアコンピテンシー（伝える内容） 伝達方法 

態度・価値観 

地域の相談員を尊重する 講義、演習、実地 

地域の相談員の状況を理解する 講義、演習、実地 

メンターとしての役割を意識する 講義、演習、実地 

知識・技術 

スーパービジョンの知識と技術 講義、演習、実地 

個別での対応の知識と技術 講義、演習、実地 

集団での対応の知識と技術 講義、演習、実地 

人材育成の研修等の企画 講義、演習 

※実地とは、実際に実践現場で取り組むことを意味する。 

 

表４－２ カリキュラムの基本的構造 

プログラム 具体的内容 伝達方法 

研修の全体像、実

地教育に関する講

義 

 研修の目的、構造、教育方法 

 研修の目的の明確化 

 主任相談支援専門員の役割と人材育成 

 実地教育における価値観・態度 

 実地教育の知識・技術 

講義、演習 

講義と演習① 

 実地に向けての講義と演習 

 スーパービジョンの準備 

 スーパービジョンの実際 

 スーパービジョンの振り返り 

講義、演習 

実地での研修 

 スーパービジョンの準備段階の経験 

 グループスーパービジョンの経験 

 スーパービジョンの振り返りの経験 

実地 

講義と演習② 

 実地での経験の振り返り 

 実地教育プロセスの理解 

 共に学び合う地域づくり 

講義、演習 

フォローアップ  その後のスーパービジョンの取り組みの共有 実地 

 


